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決
算
の
概
要

　
平
成
22
年
度
決
算
総
額
は
、

前
年
度
よ
り
歳
入
で
１
億
９

２
５
６
万
円
（
１
・
３
％
）

増
加
し
、
１
４
５
億
２
１
３

１
万
円
、
歳
出
で
１
億
５
６

２
２
万
円
（
１
・
１
％
）
増

加
し
、
１
３
９
億
４
４
０
２

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、
前
年
度
よ

り
歳
入
で
１
億
６
５
７
９
万

円
（
１
・
９
％
）
増
加
し
、

歳
出
で
１
億
２
０
２
４
万
円

（
１
・
４
％
）
増
加
し
ま
し

た
。

　
歳
入
の
根
幹
を
な
す
地
方

税
の
伸
び
率
は
、
前
年
度
を

３
・
１
％
下
回
り
ま
し
た
。

う
ち
町
民
税
は
、
法
人
税
割

が
33
・
１
％
増
加
し
た
も
の

の
個
人
所
得
割
が
12
・
０
％

減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
８
・

２
％
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
固
定
資
産
税
が

１
・
９
％
の
増
加
、
町
た
ば

こ
税
が
０
・
６
％
の
減
少
と

な
り
ま
し
た
。

　
そ
の
他
、
繰
越
金
が
大
き

く
減
少
し
た
一
方
、
地
方
交

付
税
、
国
庫
支
出
金
、
地
方

債
が
大
幅
に
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
義
務
的
経
費

（
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債

費
）
は
、
前
年
度
を
７
・
４ 

％
上
回
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
普
通
建
設
事
業
費

の
歳
出
総
額
に
占
め
る
割
合

は
８
・
９
％
で
前
年
度
を

１
・
５
％
上
回
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
決
算
状
況

　
平
成
２3
年
９
月
２
日
か
ら
２8
日
ま
で
９
月
定
例
会

が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　
今
回
の
定
例
会
で
は
、
平
成
２２
年
度
一
般
会
計
を

始
め
と
し
て
各
特
別
会
計
の
決
算
認
定
案
が
提
出
さ

れ
、
審
議
の
結
果
、
全
会
計
と
も
原
案
ど
お
り
認
定

し
ま
し
た
。

議会費
1億1924万円
（1.4%）消防費

4億1598万円
（4.9%）

商工費
1億1543万円
（1.3%） 労働費

628万円
（0.1%）

農林水産費
8456万円
（1.0%）

公債費（借金返済）
5億6773万円
（6.6%）
衛生費

8億4263万円
（9.8%）

土木費
6億4730万円
（7.5%）

民生費
30億2294万円
（35.3%）

教育費
14億5756万円
（17.0%）

総務費
12億9555万円
（15.1%）

歳出
85億7520万円

繰越金
2億5265万円
（2.9%）

地方交付税
7億1834万円
（8.1%）

分担金及び負担金,
 1億6470円
（1.9%） 地方譲与税

1億44万円
（1.1%） その他

6957万円
（0.8%）

諸収入
3億8321万円
（4.3%）
繰入金

1億2668万円
（1.4%）
町債（借金）
9億6350万円
（10.9%）

各種交付金
4億3884万円
（4.9%）

国・県支出金 
13億1380万円
（14.8%）

町税
43億4168万円
（48.9%）

歳入
88億7341万円

第62回 町民体育祭

決算を認定
に続き２億円の黒字
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財
政
運
営
指
標

　
次
の
各
種
の
指
数
を
算
出

す
る
普
通
会
計
で
は
、
前
年

度
よ
り
歳
入
で
１
億
８
１
５

２
万
円
（
２
・
１
％
）
増
加

し
、
歳
出
で
１
億
３
５
７
７

万
円
（
１
・
６
％
）
の
増
加

と
な
り
ま
し
た
。

★
経
常
収
支
比
率

　
町
税
な
ど
の
経
常
一
般
財

源
収
入
額
（
臨
時
財
政
対
策

債
を
含
む
）
の
う
ち
、
人
件

費
、
扶
助
費
、
公
債
費
な
ど

の
義
務
的
性
格
の
強
い
経
常

的
経
費
に
充
当
さ
れ
た
割
合

で
あ
り
、
財
政
構
造
の
弾
力

性
を
判
断
す
る
指
標
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
の
数
値
が
低

い
ほ
ど
行
政
施
策
を
積
極
的

に
実
施
で
き
る
と
い
わ
れ
て

い
ま
す
。

★
財
政
力
指
数

　
標
準
的
な
行
政
活
動
を
行

う
た
め
に
必
要
な
一
般
財
源

に
対
す
る
標
準
的
収
入
と
し

て
見
込
ま
れ
る
町
税
等
の
割

合
を
示
す
指
数
で
あ
り
、
過

去
３
年
の
平
均
値
で
示
さ
れ

ま
す
。
こ
の
数
値
が
１
を
超

え
る
か
、
１
に
近
い
数
値
に

な
る
ほ
ど
必
要
な
経
費
を
税

収
で
賄
え
る
と
い
う
こ
と
に

な
り
、
財
政
力
が
強
い
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

★
公
債
費
比
率

　
一
般
財
源
に
占
め
る
公
債

費
（
借
金
の
返
済
）
の
割
合

で
、
地
方
債
償
還
額
の
財
政

負
担
の
度
合
い
を
判
断
す
る

指
標
と
さ
れ
て
お
り
、
10
％

を
超
え
な
い
こ
と
が
望
ま
し

い
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

★
実
質
収
支
比
率

　
形
式
収
支
か
ら
翌
年
度
に

繰
り
越
す
額
を
差
し
引
い
た

実
質
収
支
を
標
準
財
政
規
模

で
除
し
て
得
ら
れ
る
比
率
で

あ
り
、
普
通
３
％
か
ら
５
％

程
度
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て

お
り
、
財
政
運
営
の
状
況
を

判
断
す
る
指
標
と
な
っ
て
い

ま
す
。

★
地
方
債

　
主
と
し
て
、
建
設
事
業
費

に
充
て
る
た
め
の
年
度
を
越

え
て
元
利
を
償
還
す
る
借
金

で
あ
り
、
平
成
22
年
度
末
現

在
高
は
、
前
年
度
か
ら
４
億

７
７
１
０
万
円（
８
・
５
％
）

増
加
し
、
60
億
６
５
４
５
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

★
積
立
金

　
財
政
運
営
を
計
画
的
に
進

め
る
た
め
、
年
度
間
の
財
源

変
動
に
備
え
積
み
立
て
る
も

の
で
、
平
成
22
年
度
末
の
現

在
高
は
、
前
年
度
か
ら
３
億

５
２
８
９
万
円（
28
・
４
％
）

増
加
し
て
、
15
億
９
４
７
７

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

扶
桑
町
の
財
政
状
況

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判

断
す
る
指
標
と
し
て
使
わ
れ

る
経
常
収
支
比
率
は
、
前
年

度
の
88
・
６
％
と
比
較
し
て

４
・
２
ポ
イ
ン
ト
下
回
り
、

84
・
４
％
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
全
国
町
村
平
均

（
平
成
21
年
度
86
・
８
％
）

と
比
べ
る
と
低
い
率
に
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
の
要
因
は
、

地
方
税
収
入
が
減
少
し
た
も

の
の
、
地
方
交
付
税
、
臨
時

財
政
対
策
債
が
増
加
し
た
こ

と
、
歳
出
で
人
件
費
、
公
債

費
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。

　
歳
入
総
額
に
占
め
る
自
主

財
源
割
合
は
、
地
方
税
の
減

少
に
よ
り
、
前
年
度
の
68
・

５
％
と
比
較
し
て
８
・
３
ポ

イ
ン
ト
下
回
っ
た
60
・
２
％

と
な
り
ま
し
た
。

　
な
お
、
19
年
度
決
算
か
ら

算
定
す
る
こ
と
と
な
っ
た

「
財
政
健
全
化
の
判
断
比
率
」

は
、
特
に
問
題
な
く
、
決
算

の
黒
字
・
赤
字
を
判
断
す
る

「
実
質
収
支
額
」
は
、
２
億

５
４
４
６
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

平成２２年度会計別決算状況（万円未満４捨５入）

会 計 区 分 歳 入 金 額 歳 出 金 額 差 引 金 額 認 定 状 況

一 般 会 計 88億7341万円 85億7520万円 2億9821万円 賛 成12 反 対2

特
　
別
　
会
　
計

土 地 取 得 57万円 4万円 53万円 賛 成 全 員

国民健康保険 32億3877万円 30億190万円 2億3687万円 賛 成12 反 対2

老 人 保 健 257万円 257万円 0万円 賛 成 全 員

公共下水道事業 5億3754万円 5億3550万円 204万円 賛 成12 反 対2

介 護 保 険 15億7181万円 15億3316万円 3865万円 賛 成12 反 対2

後期高齢者医療 2億9664万円 2億9565万円 99万円 賛 成 全 員

普 通 会 計 88億7399万円 85億7525万円 2億9874万円
※ 普通会計とは一般会計と土地取得特別会計の合計から相互の繰入金や繰出金等を

除いた財政統計上統一的に使用される会計

財政状況一覧表

区　　分 22年度 21年度 21年度愛知
県町村平均

経常収支比率（％） 84.4 88.6 82.9
財 政 力 指 数 0.91 0.97 1.03
公 債 費 比 率（％）  4.0  6.2  5.8
実質収支比率（％）  4.4  4.2  6.4

※財政力指数は３年間の平均値

平成22年度
実質収支額は21年度
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総
務
部
関
係

　
　
現
在
の
消
防
水
利
の
充

足
率
の
状
況
は
。
他
市
町
の

状
況
は
。

　
　

充
足
率
は
83
・
９
％
。

他
市
町
の
状
況
は
把
握
し
て

い
な
い
。

　
　
木
造
個
人
住
宅
耐
震
診

断
の
申
し
込
み
件
数
に
つ
い

て
。

　
　
３
班
体
制
で
町
内
の
対

象
世
帯
を
回
り
Ｐ
Ｒ
し
て
い

る
。
既
に
１
１
０
件
の
申
し

込
み
が
あ
り
、
今
回
１
０
０

件
で
補
正
を
お
願
い
し
て
い

る
。
今
後
も
２
０
０
０
軒
く

ら
い
回
る
世
帯
が
あ
る
の
で

追
加
補
正
を
考
え
て
い
る
。

　
　
防
災
対
策
補
助
金
の
実

績
が
６
件
と
少
な
い
が
原
因

は
。

　
　
周
知
が
十
分
で
な
か
っ

た
か
も
し
れ
な
い
が
本
年
度

は
耐
震
診
断
の
ロ
ー
ラ
ー
作

戦
に
併
せ
Ｐ
Ｒ
し
て
お
り
、

多
少
増
加
し
て
い
る
。

　
　
災
害
備
蓄
品
の
賞
味
期

限
な
ど
、
管
理
体
制
は
。

問答問答問答問

　
平
成
22
年
度
の
一
般
会
計

決
算
は
住
民
の
福
祉
充
実
の

観
点
か
ら
見
る
と
全
国
平
均

よ
り
低
い
。
住
民
の
暮
ら
し

を
守
り
、
福
祉
を
充
実
さ
せ

る
こ
と
が
町
の
役
割
で
あ
る
。

　
学
童
保
育
の
有
料
化
、
子

ど
も
医
療
費
の
無
料
化
制
度

を
拡
充
し
な
い
、
児
童
館
建

設
を
し
な
い
。

　
学
校
給
食
共
同
調
理
場
建

設
に
お
い
て
は
、
体
力
づ
く

り
広
場
、
町
民
プ
ー
ル
を
取

り
壊
し
、
ま
た
建
設
費
の
過

大
な
予
算
見
積
も
り
が
あ
っ

た
。

　
い
く
つ
か
の
事
業
に
対
し

て
は
評
価
は
で
き
る
が
、
い

ろ
い
ろ
な
問
題
が
あ
り
全
体

と
し
て
は
認
め
ら
れ
な
い
の

で
反
対
す
る
。

　
平
成
22
年
度
の
決
算
を
見

る
と
長
引
く
不
況
の
中
で
地

域
経
済
対
策
を
継
続
的
に
実

施
し
、
ま
た
懸
案
と
な
っ
て

い
た
学
校
給
食
共
同
調
理
場

の
建
設
に
着
手
し
、
順
調
に

事
業
が
進
め
ら
れ
た
こ
と
、

　
　
賞
味
期
限
が
同
じ
も
の

は
同
じ
所
に
保
管
し
、
間
違

え
な
い
よ
う
に
管
理
し
て
い

る
。
賞
味
期
限
が
近
く
な
っ

た
物
は
防
災
訓
練
に
出
し
て

い
る
。

　
　
水
害
対
応
マ
ッ
プ
は
今

回
の
ゲ
リ
ラ
豪
雨
の
際
に
活

用
さ
れ
た
か
。

　
　
有
効
に
活
用
で
き
た
か

検
証
し
て
い
な
い
。
サ
イ
ズ

を
大
き
く
す
る
な
ど
工
夫
し

て
作
っ
て
あ
る
の
で
活
用
し

て
ほ
し
い
。

　
　
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
隊
の

隊
員
確
保
が
厳
し
く
な
っ
て

い
る
地
区
が
あ
る
と
聞
く
が

実
態
は
。

　
　
高
齢
化
が
進
み
、
隊
員

の
確
保
、
パ
ト
ロ
ー
ル
の
参

加
が
難
し
い
地
区
も
あ
る
と

聞
い
て
い
る
。
現
在
21
地
区

あ
る
が
、
無
い
地
区
に
は
設

立
を
働
き
か
け
る
。

　
　
税
金
の
収
納
率
向
上
に

つ
い
て
、
ど
う
考
え
て
い
る

か
。

　
　
今
年
度
よ
り
滞
納
整
理

機
構
に
参
加
し
、
徴
収
を
強

化
し
て
い
る
。
コ
ン
ビ
ニ
収

納
で
納
税
し
や
す
く
し
て
い

る
。

答問答問答問答

教
育
委
員
会
関
係

　
　
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
に
対

す
る
費
用
と
募
集
の
仕
方
は
。

　
　
募
集
に
つ
い
て
は
各
学

校
で
対
応
し
て
い
る
。
予
算

は
保
険
料
の
み
。

　
　
小
学
校
校
舎
施
設
営
繕

工
事
で
発
注
先
は
町
内
業
者

か
。
金
額
は
。

　
　

大
半
が
町
内
業
者
で
、

金
額
は
20
万
円
か
ら
５
０
０

万
円
。

　
　
私
立
高
等
学
校
等
授
業

料
補
助
金
で
３
人
が
不
支
給

と
な
っ
て
い
る
理
由
は
。

　
　
授
業
料
が
免
除
さ
れ
て

い
る
。

　
　
総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
放
送

設
備
の
使
い
道
は
。
町
民
体

育
祭
で
の
利
用
は
。

　
　
愛
知
県
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル

協
会
主
催
の
大
会
、
中
学
校

管
内
大
会
、
ス
ポ
ー
ツ
少
年

団
の
少
年
野
球
教
室
な
ど
。

町
民
体
育
祭
は
グ
ラ
ウ
ン
ド

全
体
に
ス
ピ
ー
カ
ー
を
設
置

す
る
た
め
現
在
の
ス
ピ
ー

カ
ー
は
ス
タ
ン
ド
屋
上
に
し

か
無
く
、
別
途
で
行
う
方
法

で
な
い
と
全
体
を
網
羅
で
き

な
い
。

問答問答問答問答

決算の
　　審 議から

総
務
文
教

常
任
委
員
会

反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反反
対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対
討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討
論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論

賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛
成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成
討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討
論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論

消防水利
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健
康
福
祉
部
関
係

　
　
子
ど
も
医
療
費
を
中
学

校
修
了
ま
で
無
料
化
に
し
て

い
る
県
内
の
市
町
村
は
70
％

に
な
る
が
町
村
の
み
の
実
施

率
は
。
補
正
予
算
の
中
で
中

学
校
修
了
ま
で
無
料
に
す
る

制
度
の
拡
充
を
図
る
提
案
は

し
な
い
の
か
。

　
　
23
年
度
末
に
は
実
施
し

て
い
な
い
町
は
５
町
と
な
る
。

扶
桑
町
で
は
今
年
度
の
実
施

は
考
え
て
い
な
い
が
、
来
年

度
以
降
に
他
の
事
業
も
併
せ

て
慎
重
に
判
断
す
る
。

　
　
24
時
間
対
応
介
護
サ
ー

ビ
ス
、
地
域
包
括
支
援
事
業

等
の
取
り
組
み
は
。

　
　
24
時
間
対
応
の
実
情
は

包
括
の
夜
間
緊
急
連
絡
網
に

よ
り
緊
急
時
の
対
応
。
ま
た
、

配
食
サ
ー
ビ
ス
、
民
生
委
員
、

地
域
包
括
と
の
連
携
で
高
齢

者
の
見
守
り
に
努
め
て
い
る
。

　
　
介
護
保
険
被
保
険
者
は

何
人
か
。
一
人
当
た
り
の
基

金
積
立
額
は
い
く
ら
か
。

　
　
22
年
度
末
で
７
５
１
３

問答問答問答

　
さ
ら
に
子
宮
頸
が
ん
、
ヒ

ブ
、
小
児
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ

ン
接
種
な
ど
評
価
さ
れ
る
も

の
で
あ
る
。

　
財
源
確
保
の
た
め
に
、
町

民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自

動
車
税
、
国
民
健
康
保
険
税

に
つ
い
て
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン

ス
ス
ト
ア
で
の
支
払
い
を
可

能
と
し
た
こ
と
等
は
大
変
評

価
で
き
る
。

　
こ
れ
ら
を
総
合
的
に
考
え

賛
成
す
る
。

　
自
主
財
源
確
保
と
健
全
な

守
り
の
経
営
は
、
将
来
に
対

し
て
非
常
に
大
事
で
あ
る
が
、

慎
重
に
な
る
ば
か
り
で
は
な

く
前
に
も
成
長
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

　
高
齢
化
し
て
い
く
住
民
の

生
活
環
境
整
備
等
や
次
の
世

代
へ
の
町
の
活
性
化
の
た
め
、

災
害
に
強
い
町
へ
、
さ
ら
に

成
長
の
投
資
が
望
ま
れ
る
。

　
平
成
22
年
度
は
事
業
評
価

で
は
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ

た
事
業
が
あ
っ
た
が
、
来
期

は
、
さ
ら
に
時
代
に
あ
っ
た

ハ
ー
ド
面
の
強
化
も
お
願
い

し
て
賛
成
す
る
。

人
で
一
人
当
た
り
の
基
金
積

立
額
は
３
０
２
９
円
。

　
　
老
人
憩
の
家
改
修
で
エ

レ
ベ
ー
タ
ー
設
置
に
つ
い
て

話
し
が
あ
っ
た
が
。

　
　
現
在
、
ス
ロ
ー
プ
、
手

す
り
等
で
対
応
し
て
い
る
。

費
用
の
問
題
も
あ
り
、
で
き

る
範
囲
で
対
応
す
る
。

　
　
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、

老
人
保
健
施
設
等
へ
の
入
所

待
機
者
の
人
数
は
。

　
　
扶
桑
苑
の
扶
桑
町
内
待

機
者
は
43
人
。

　
　
子
ど
も
手
当
で
10
月
の

新
規
申
請
に
関
し
て
外
国
に

い
る
子
ど
も
の
取
り
扱
い
は

従
前
と
同
じ
か
。

　
　
国
内
居
住
要
件
が
あ
り
、

外
国
に
い
る
場
合
は
10
月
以

降
は
受
給
で
き
な
い
。

産
業
建
設
部
関
係

　
　
江
南
丹
羽
環
境
管
理
組

合
の
改
修
工
事
は
い
つ
ま
で

か
。
ま
た
、
何
年
も
た
せ
る

か
。

　
　

工
事
は
今
年
度
ま
で
。

工
事
後
７
年
間
。

　
　
新
ご
み
処
理
施
設
は
平

成
30
年
度
を
目
途
に
や
っ
て

問答問答問答問答問

い
る
が
、
で
き
な
い
場
合
は
。

　
　
で
き
る
よ
う
に
努
力
し

て
い
る
。

　
　
地
域
活
性
化
の
た
め
企

業
誘
致
が
有
効
と
考
え
る
が
、

今
は
中
小
企
業
を
税
制
優
遇

し
た
方
が
よ
い
の
で
は
。

　
　
検
討
す
る
。

　
　
青
木
川
調
節
池
排
水
機

場
操
作
委
託
金
１
４
１
万
円

に
対
し
て
町
は
１
６
８
万
円

支
出
し
て
い
る
。
県
と
の
契

約
内
容
は
。

　
　
定
期
点
検
・
報
告
、
ご

み
処
理
等
の
作
業
、
排
水
機

運
転
操
作
、
業
務
当
初
の
機

能
確
認
な
ど
。

　
　
治
水
対
策
で
８
月
23
日

の
被
害
区
域
に
対
し
て
地
域

ご
と
の
対
策
を
講
じ
る
必
要

が
あ
る
が
、
ど
う
す
る
か
。

　
　
９
月
20
日
、
愛
知
県
に

お
い
て
一
宮
市
、
江
南
市
、

扶
桑
町
を
含
め
、
日
光
川
上

流
の
治
水
対
策
検
討
会
が
設

置
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
早

急
に
対
策
を
講
じ
る
よ
う
検

討
す
る
。

答問答問答問答

決算の
　　審 議から

福
祉
建
設

常
任
委
員
会

賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛賛
成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成
討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討討
論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論論

江南丹羽環境管理組合
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一
般
会
計
補
正
予
算

　

一
般
会
計
補
正
予
算
は
、

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
７
５
３

７
万
円
を
減
額
し
、
総
額
92

億
５
６
９
６
万
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
３
号
、
４
号
に
つ
い
て
は

賛
成
12
人
、
反
対
２
人
で
可

決
し
、
５
号
は
賛
成
全
員
で

可
決
し
ま
し
た
。

　
主
な
内
容
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

歳
入（
万
円
未
満
切
り
捨
て
）

法
人
町
民
税

�

５
５
４
７
万
円

　
今
年
度
４
月
か
ら
６
月
ま

で
の
申
告
実
績
と
大
手
企
業

の
予
定
申
告
を
考
慮
し
、
増

額
し
ま
す
。
法
人
町
民
税
予

算
額
は
２
億
９
９
０
８
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

普
通
交
付
税

�

▲
３
１
５
４
万
円

　
基
準
財
政
需
要
額
が
見
込

み
よ
り
も
少
な
か
っ
た
こ
と

等
に
よ
る
も
の
で
普
通
交
付

税
予
算
額
は
７
億
８
４
４
５

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

木
造
住
宅
耐
震
改
修
費
補
助

金
�

８
４
３
万
円

　
木
造
住
宅
耐
震
改
修
工
事

の
申
込
件
数
増
加
に
伴
い
愛

知
県
か
ら
の
補
助
金
も
増
加

と
な
り
ま
す
。

歳
出（
万
円
未
満
切
り
捨
て
）

歩
道
整
備
工
事
費

�

１
９
５
０
万
円

　

町
道
江
南
・
扶
桑
線
、
Ｊ

Ａ
愛
知
北
扶
桑
支
店
交
差
点

よ
り
西
へ
延
長
約
２
６
５
ｍ

区
間
の
歩
道
整
備
を
行
い
ま

す
。

都
市
公
園
維
持
管
理
費

�

７
５
０
万
円

　
木
曽
川
扶
桑
緑
地
公
園
の

コ
ン
ビ
ネ
ー
シ
ョ
ン
遊
具
を

始
め
、
都
市
公
園
の
老
朽
化

し
た
遊
具
を
修
繕
し
、
安
心

安
全
な
公
園
と
し
て
維
持
管

理
し
ま
す
。

消
火
栓
設
置
負
担
金

�

４
０
１
万
円

　
高
雄
宮
島
地
内
畑
か
ん
撤

去
に
よ
り
、
初
期
消
火
施
設

が
無
く
な
っ
た
。
近
隣
に
も

消
火
施
設
が
無
い
た
め
、
新

た
に
消
火
栓
を
設
置
し
ま
す
。

総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
放
送
設
備

改
修
工
事
費

�

８
７
万
円

　
総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
野
球
ス

タ
ン
ド
内
に
設
置
の
ア
ン
プ

等
の
放
送
設
備
及
び
ス
ピ
ー

カ
ー
が
故
障
に
よ
り
使
用
不

可
と
な
っ
て
い
る
の
で
修
繕

を
行
い
ま
す
。

総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
管
理
運

営
費

�

１
８
８
万
円

　

８
月
23
日
の
集
中
豪
雨
で

浸
水
被
害
の
あ
っ
た
総
合
福

祉
セ
ン
タ
ー
の
お
も
ち
ゃ
図

書
館
床
の
張
り
替
え
及
び
雨

水
排
水
対
策
を
行
い
ま
す
。

あなたも議会を
傍聴してみませんか
定例会は来月
12月です

詳しくは議会事務局まで
TEL	93-1111　内線322

12月定例会の日程（予定日）
12月2日㈮ 開会・提案説明
12月8日㈭ 一般質問
12月9日㈮ 一般質問
12月12日㈪ 議案質疑
12月13日㈫ 福祉建設常任委員会
12月14日㈬ 総務文教常任委員会
12月21日㈬ 委員長報告・討論・採決・閉会

　
平
成
２3
年
９
月
定
例
会
で
は
、
一
般
会
計
補
正
予
算
（
３
号
、
４
号
、
５
号
）
や
特

別
会
計
補
正
予
算
、条
例
の
改
正
、請
願
や
陳
情
な
ど
34
案
件
の
審
議
を
行
い
ま
し
た
。

補
正
予
算
等
の
概
要

8月23日の集中豪雨により
福祉センターおもちゃ図書館の床が水浸し！

改修工事に188万円の補正

扶桑幼稚園運動会

浸水により床が波状になったおもちゃ図書館
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条
例
等
の
主
な
内
容
と
結
果

個人住民税等の脱税に係る過料の引き上げ等

扶桑町税条例等の一部を改正
扶
桑
町
議
会
の
議
決
す
べ
き

事
件
を
定
め
る
条
例
の
一
部

改
正

　
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正

に
伴
い
、
改
正
す
る
条
例
で

す
。

�

［
賛
成
全
員
で
可
決
］

扶
桑
町
税
条
例
等
の
一
部
改

正
　
「
寄
付
金
税
額
控
除
の
適

用
下
限
の
引
き
下
げ
」「
地

方
税
に
お
け
る
罰
則
に
つ
い

て
、
個
人
住
民
税
等
の
脱
税

犯
に
係
る
過
料
の
引
き
上
げ

等
所
用
の
見
直
し
」「
税
負

担
軽
減
措
置
等
の
整
理
合
理

化
」「
株
式
譲
渡
・
配
当
所

得
の
軽
減
の
延
長
」
等
を
地

方
税
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、

改
正
す
る
条
例
で
す
。

　
［
賛
成
12
人
反
対
２
人

�

で
可
決
］

扶
桑
町
都
市
計
画
税
条
例
の

一
部
改
正

　
地
方
税
法
の
一
部
改
正
に

伴
い
、
改
正
す
る
条
例
で
す
。

�

［
賛
成
全
員
で
可
決
］

公
共
下
水
道
汚
水
幹
線
工
事

（
扶
桑
第
５
ー
１
号
幹
線
）

請
負
契
約
の
締
結

　
扶
桑
町
議
会
の
議
決
に
付

す
べ
き
契
約
及
び
財
産
の
取

得
又
は
処
分
に
関
す
る
条
例

の
規
定
に
よ
り
審
査
す
る
も

の
で
す
。

請
負
金
額　
４
５
８
８
万
円

完
了
年
月
日

　
　
平
成
24
年
３
月
15
日

請
負
契
約
者

　
　
名
工
建
設
株
式
会
社

契
約
の
方
法

　
５
名
の
制
限
付

　
　
　
　
一
般
競
争
入
札

�

［
賛
成
全
員
で
可
決
］

請
願
・
陳
情
の
結
果

■
定
数
改
善
計
画
の
早
期
実

施
と
義
務
教
育
費
国
庫
負

担
制
度
拡
充
を
求
め
る
請

願
書

�

［
賛
成
全
員
で
採
択
］

■
地
域
経
済
活
性
化
の
た
め

「
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成

制
度
」
の
創
設
を
求
め
る

請
願
書

�

［
継
続
審
査
］

■
扶
桑
町
議
会
の
議
場
に
国

旗
及
び
町
旗
の
掲
揚
を
要

望
す
る
陳
情
書

　
［
賛
成
１
人
反
対
13
人

�

で
不
採
択
］

■
国
の
私
学
助
成
の
拡
充
に

関
す
る
意
見
書
の
提
出
を

求
め
る
陳
情
書

�

［
賛
成
全
員
で
採
択
］

■
愛
知
県
の
私
学
助
成
の
拡

充
に
関
す
る
意
見
書
の
提

出
を
求
め
る
陳
情
書

�

［
賛
成
全
員
で
採
択
］

■
私
立
高
校
生
の
父
母
負
担

を
軽
減
し
、
学
費
の
公
私

格
差
を
是
正
す
る
た
め
に

市
町
村
独
自
の
授
業
料
助

成
の
拡
充
を
求
め
る
陳
情

書
　
［
賛
成
２
人
反
対
12
人

�

で
不
採
択
］

■
拡
大
生
産
者
責
任
（
Ｅ
Ｐ

Ｒ
）
及
び
デ
ポ
ジ
ッ
ト
制

度
法
制
化
を
求
め
る
意
見

書
の
採
択
に
つ
い
て
（
お

願
い
）

�

［
賛
成
全
員
で
採
択
］

選
挙
管
理
委
員
会
委
員

及
び
補
充
員
が
決
定

　
平
成
23
年
10
月
31
に
任
期

満
了
と
な
る
扶
桑
町
選
挙
管

理
委
員
会
及
び
補
充
員
の
選

挙
が
９
月
28
日
の
本
会
議
で

行
わ
れ
、
次
の
方
が
当
選
さ

れ
ま
し
た
。

扶
桑
町
選
挙
管
理
委
員
会
委
員

　
川　
野　
光　
彦　
さ
ん

 

（
高
雄
在
住
）

　
大　
貫　
　
　
晟　
さ
ん

 

（
高
雄
在
住
）

　
浅　
井　
幹　
雄　
さ
ん

 

（
高
木
在
住
）

　
松　
山　
信　
雄　
さ
ん

 

（
南
山
名
在
住
）

扶
桑
町
選
挙
管
理
委
員
会
補

充
員

　
澤　
田　
高　
明　
さ
ん

 

（
高
雄
在
住
）

　
千　
田　
忠　
彦　
さ
ん

 

（
高
雄
在
住
）

　
林　
　
　
隆　
生　
さ
ん

 

（
柏
森
在
住
）

　
浅　
井　
尚　
人　
さ
ん

 

（
南
山
名
在
住
）

教
育
委
員
会
委
員
の
任

命
に
賛
成
全
員
で
同
意

　
北　
折　
　
　
忍　
さ
ん

 

（
小
淵
在
住
）

下水道工事か所（高木字白山前か
ら柏森字平塚地内）

「会議録検索システム」
インターネット配信

扶桑町ホームページで議会会議録を
インターネット配信していますので、
ご利用ください。
扶桑町役場ホーム

ページ
↓
町議会
↓

会議録検索
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一般質問

　
　
児
童
福
祉
法
第
６
条
の

２
第
２
項
の
規
定
は
。

　
　
学
童
保
育
・
放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
の
定
義
で
、
保
護

者
が
働
い
て
い
る
留
守
家
庭

児
童
で
、
概
ね
小
学
校
３
年

生
以
下
の
子
ど
も
を
対
象
に

放
課
後
や
長
期
休
暇
時
に
生

活
の
場
を
提
供
し
児
童
の
健

全
育
成
を
図
る
も
の
。

　
　
扶
桑
町
の
実
施
状
況
は
。

　
　
現
在
、
学
習
等
供
用
施

設
を
利
用
し
６
ク
ラ
ブ
あ
る
。

小
学
校
１
年
生
か
ら
４
年
生

を
対
象
と
し
て
在
籍
児
童
は

４
８
３
名
。
22
年
度
に
開
設

時
間
と
利
用
料
金
を
見
直
し
、

平
日
は
下
校
時
か
ら
18
時
30

分
ま
で
、
学
校
が
休
み
の
期

間
（
夏
休
み
な
ど
）
は
８
時

か
ら
18
時
30
分
、
こ
の
期
間

は
土
曜
日
も
開
設
し
て
い
る
。

利
用
手
数
料
と
し
て
月
額
１

５
０
０
円
お
願
い
し
て
い
る
。

要
望
事
項

　
　
開
設
時
間
を
平
日
は
放

課
後
か
ら
19
時
（
保
育
園
と

同
じ
）。
休
業
中
は
７
時
30

分
か
ら
19
時
と
し
て
ほ
し
い
。

問答問答問

　
　
現
在
、
終
了
時
ま
で
保

育
し
て
い
る
児
童
は
数
名
で

あ
り
、
当
面
は
現
状
で
お
願

い
し
た
い
。
今
後
は
需
要
を

見
極
め
検
討
す
る
。

　
　
通
年
土
曜
日
の
開
設
を

７
時
30
分
か
ら
19
時
と
し
て

ほ
し
い
。

　
　
昨
年
１
・
２
人
、
今
年

１
・
７
人
と
毎
土
曜
日
の
利

用
数
は
少
な
く
開
設
は
考
え

て
い
な
い
。

　
　
利
用
児
童
が
、
の
び
ひ

び
と
楽
し
く
過
ご
せ
る
ス

ペ
ー
ス
と
指
導
員
の
設
置
を

し
て
ほ
し
い
。

　
　
高
雄
、
柏
森
小
の
利
用

希
望
者
が
多
く
、
特
に
長
期

休
暇
期
間
は
一
人
当
た
り
の

答問答問答

十
分
な
ス
ペ
ー
ス
が
確
保
で

き
て
い
な
い
。
指
導
員
は
嘱

託
職
員
が
23
名
（
状
況
に
応

じ
２
か
ら
４
名
増
）
臨
時
職

員
を
数
名
配
置
し
て
、
児
童

の
安
全
第
一
を
考
え
健
全
育

成
に
努
め
て
い
る
。

　
　
保
護
者
の
就
労
中
、
５

年
生
以
降
の
居
場
所
を
作
っ

て
ほ
し
い
。
保
育
園
の
土
曜

日
開
設
時
間
を
平
日
と
同
じ

に
し
て
ほ
し
い
。

　
　
今
後
の
課
題
と
す
る
。

児
童
虐
待
に
つ
い
て

　
　
町
の
相
談
状
況
と
実
態

は
。

　
　
虐
待
相
談
で
は
な
い
が
、

児
童
相
談
と
し
て
22
年
度
は

問答問答

延
べ
13
件
、
直
接
役
場
へ
は

３
件
あ
っ
た
。
虐
待
防
止
に

は
「
地
域
の
子
ど
も
を
地
域

で
見
守
る
、
た
め
ら
わ
ず
に

通
告
す
る
」
こ
と
が
大
切
で
、

啓
発
を
進
め
て
い
く
。

小
中
学
校
教
員
補
助
員
派
遣

事
業
に
つ
い
て

　
　
扶
桑
は
先
進
地
、
現
状

は
。

　
　
扶
桑
に
お
け
る
特
別
支

援
員
は
、
担
任
教
師
と
連
携

し
、
①
一
人
で
で
き
る
こ
と

は
見
守
り
な
が
ら
、
食
事
の

介
助
や
衣
服
の
着
脱
介
助
②

教
室
を
出
て
行
く
児
童
の
安

全
確
保
や
学
用
品
の
管
理
補

助
③
学
習
活
動
、
教
室
間
移

動
の
介
助
な
ど
を
主
な
仕
事

と
し
て
い
る
。
特
別
支
援
員

は
、
16
年
度
か
ら
事
業
を
開

始
し
て
お
り
、
現
在
の
配
置

状
況
は
、
小
学
校
27
人
、
中

学
校
４
人
の
31
人
を
配
置
し

て
い
る
。

　
　
放
課
後
子
ど
も
広
場
は
。

　
　
今
年
か
ら
４
小
学
校
で

開
設
、
計
２
１
９
名
利
用
し

て
い
る
。

問答問答

桑政クラブ
浅井捷史　議員

利用児童が少数で、現状では難しい答

放課後児童クラブの
� 開設時間延長は

学童保育（柏森中央学習等共用施設）



●9 平成23年11月１日/ふそう議会だより 第206号

一般質問

公明党
伊藤伊佐夫　議員

透明性があり、説明責任が明快である答

新型公債レベニュー債の活用は

　
　

レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
と
は
、

事
業
目
的
別
歳
入
債
権
と
い

わ
れ
、
借
入
金
で
整
備
し
た

施
設
や
事
業
か
ら
得
ら
れ
る

料
金
収
入
を
元
利
払
い
に
充

て
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。
こ

の
公
債
は
損
失
が
出
た
場
合
、

一
般
会
計
か
ら
補
て
ん
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。
債
権
を

買
っ
た
投
資
家
が
責
任
を
負

う
仕
組
み
で
あ
る
。
採
算
の

合
わ
な
い
事
業
は
投
資
家
か

ら
厳
し
い
評
価
が
下
さ
れ
、

資
金
調
達
が
で
き
ず
、
ム
ダ

な
公
共
事
業
が
抑
制
さ
れ
る
。

レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
を
活
用
す
れ

ば
借
金
が
膨
ら
ま
な
い
利
点

が
あ
る
。
下
水
道
事
業
な
ど

に
活
用
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
か
。

　
　
全
国
的
に
、
ま
だ
事
例

は
少
な
い
が
、
事
業
の
透
明

性
の
確
保
、
財
政
の
効
率
化

や
財
政
規
律
が
働
く
と
い
う

観
点
か
ら
、
住
民
に
説
明
責

任
が
明
快
に
な
り
重
要
と
考

え
る
。
今
後
、
調
査
研
究
し
、

検
討
し
て
い
き
た
い
。

問答

無
年
金
者
を
無
く
す
施
策
を

　
　
国
民
年
金
は
25
年
納
め

る
と
受
給
資
格
が
で
き
、
40

年
で
満
額
受
給
で
き
る
。
年

金
確
保
支
援
法
で
は
、
サ
ラ

リ
ー
マ
ン
の
主
婦
の
未
納
の

問
題
が
あ
り
、
従
来
2
年
間

で
あ
っ
た
事
後
納
付
期
間
が

10
年
間
に
延
長
さ
れ
た
。
し

か
し
、
今
後
、
3
年
間
で
キ

チ
ン
と
納
め
た
人
し
か
救
済

さ
れ
な
い
。
無
年
金
者
を
無

く
す
る
に
は
、
徹
底
し
た
周

知
が
必
要
で
は
な
い
か
。

　
　
無
年
金
者
を
出
さ
な
い

た
め
に
は
、
周
知
活
動
が
重

要
で
あ
る
。
広
報
で
知
ら
せ

る
ほ
か
、
対
象
者
に
つ
い
て

一
宮
社
会
保
険
事
務
所
と
も

連
携
し
、
対
応
し
て
い
く
。

総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
で
「
子

ど
も
浴
育
事
業
」
実
施
を

　
　
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
を

活
用
し
、
入
浴
マ
ナ
ー
を
学

び
、
昔
の
遊
び
に
興
じ
、
風

呂
に
つ
か
り
な
が
ら
、
親
子

や
地
域
の
人
と
会
話
を
楽
し

む
事
業
は
考
え
ら
れ
な
い
か
。

　
　
法
的
に
は
、
と
く
に
問

問答問答

題
な
い
が
、
入
浴
で
の
親
子

の
触
れ
合
い
は
自
宅
で
も
で

き
る
の
で
、
公
共
の
場
所
で

の
実
施
は
考
え
て
い
な
い
。

学
校
施
設
の
防
災
機
能
強
化

を
　
　
学
校
施
設
の
防
災
機
能

に
関
す
る
調
査
が
行
わ
れ
た

が
、
調
査
状
況
を
踏
ま
え
、

災
害
防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作

成
及
び
、
太
陽
光
を
含
む
自

家
発
電
装
置
の
設
置
は
で
き

な
い
か
。

　
　
災
害
に
対
す
る
備
え
は

重
要
で
あ
る
。
マ
ニ
ュ
ア
ル

の
作
成
や
自
家
発
電
装
置
の

設
置
を
検
討
す
る
。

問答

エ
コ
チ
ル
調
査
の
情
報
提
供

を
　
　
エ
コ
チ
ル
と
は
「
エ
コ

ロ
ジ
ー
チ
ル
ド
レ
ン
」
の
略

で
あ
る
。
今
年
、
10
月
１
日

か
ら
妊
娠
し
た
子
ど
も
と
親

子
を
全
国
で
10
万
組
募
集
し

て
、
13
歳
に
な
る
ま
で
定
期

的
に
健
康
状
態
を
確
認
し
、

環
境
が
与
え
る
影
響
を
調
べ

る
大
規
模
で
、
長
期
的
な
調

査
で
あ
る
。
調
査
状
況
の
情

報
を
提
供
し
て
は
ど
う
か
。

　
　
調
査
対
象
は
県
内
で
は
、

名
古
屋
市
北
区
と
一
宮
市
で

あ
る
。
エ
コ
チ
ル
調
査
サ

ポ
ー
タ
―
に
登
録
す
る
と
情

報
が
得
ら
れ
る
が
、
町
か
ら

も
最
新
の
情
報
を
発
信
し
て

い
く
。

問答

国民年金のパンフレット
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一般質問

　
　
東
日
本
大
震
災
の
、
地

震
・
津
波
・
原
発
事
故
に
よ

る
農
業
へ
の
打
撃
、
世
界
的

規
模
の
異
常
気
象
や
紛
争
な

ど
に
よ
る
農
業
生
産
品
の
不

足
、
価
格
高
騰
が
進
ん
で
い

る
。
先
日
の
台
風
12
号
に
よ

る
被
害
も
計
り
知
れ
な
い
。

今
後
の
農
業
生
産
品
の
安
定

的
な
確
保
に
向
け
て
ど
の
よ

う
に
取
り
組
む
べ
き
と
考
え

て
い
る
か
。

　
　
国
政
調
査
で
の
町
内
第

１
次
産
業
従
事
者
は
昭
和
35

年
２
３
９
９
人
、
平
成
17
年

１
９
３
人
、
県
統
計
年
鑑
に

よ
る
農
地
の
面
積
は
、
昭
和

50
年
５
１
２
ha
、
平
成
21
年

３
１
６
ha
と
減
少
傾
向
に
あ

る
。
穀
物
類
の
生
産
量
の
推

移
は
、
昭
和
35
年
１
１
６
６

ｔ
、
平
成
21
年
２
５
５
ｔ
と

減
少
し
て
い
る
。
農
業
を
取

り
巻
く
情
勢
は
非
常
に
厳
し

い
状
況
に
あ
り
、
12
名
を
認

定
農
業
者
と
し
、
経
営
基
盤

強
化
促
進
に
向
け
、
農
地
の

保
全
、
経
営
の
安
定
化
、
町

全
体
の
農
業
振
興
を
図
っ
て

い
る
。

問答

　
　
農
業
従
事
者
の
経
営
安

定
及
び
拡
大
、
後
継
者
づ
く

り
、
新
規
就
農
者
の
拡
大
に

向
け
、
県
農
業
総
合
試
験
場

な
ど
と
の
連
携
、
新
技
術
の

情
報
発
信
な
ど
現
在
の
取
り

組
み
は
。

　
　
二
つ
の
農
業
生
産
法
人

が
、
新
規
就
農
者
育
成
の
た

め
、
県
立
農
業
大
学
校
と
連

携
し
て
２
名
の
受
け
入
れ
、

緊
急
雇
用
創
出
基
金
事
業
を

活
用
し
て
各
１
名
を
受
け
入

れ
技
術
指
導
並
び
に
育
成
を

行
っ
て
い
る
。
県
農
業
総
合

試
験
場
か
ら
の
情
報
は
、
県

農
業
普
及
課
を
解
し
て
の
各

種
情
報
収
集
に
留
ま
っ
て
い

る
。

　
　
平
成
20
年
７
月
に
「
農

商
工
等
連
携
促
進
法
」
が
施

行
さ
れ
、
平
成
23
年
３
月

「
地
域
資
源
を
活
用
し
た
農

林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関

す
る
法
律（
六
次
産
業
化
法
）

施
行
さ
れ
た
が
、
庁
舎
内
で

ど
の
よ
う
に
話
し
合
い
が
行

わ
れ
、
住
民
へ
の
周
知
、
制

度
の
活
用
に
対
し
て
の
取
り

組
み
が
な
さ
れ
て
来
た
か
。

問答問

　
　

町
の
特
産
物
で
あ
る

「
守
口
大
根
」
の
生
産
者
組

合
と
連
携
（
契
約
栽
培
）
し
、

守
口
大
根
を
活
用
し
た
漬

物
・
洋
菓
子
の
製
造
・
販
売

と
い
っ
た
「
生
産
者
」「
食

品
会
社
」
農
商
工
連
携
に
よ

る
事
業
展
開
を
し
て
い
る
。

今
後
「
第
六
次
産
業
」
に
関

し
て
は
、
守
口
大
根
の
事
例

を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
経
済

の
活
性
化
を
図
る
上
で
農
業

答

面
か
ら
地
域
に
根
差
し
た
作

物
の
生
産
、
商
工
面
か
ら
地

域
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
が
重
要

で
あ
り
今
以
上
の
農
商
工
の

連
携
が
必
要
と
考
え
る
。
今

後
、
国
（
東
海
農
政
局
）
の

サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
の
活
用
、

愛
知
県
・
愛
知
北
農
協
・
農

業
者
・
商
工
会
の
緊
密
な
連

携
を
図
る
と
と
も
に
情
報
の

収
集
・
情
報
の
共
有
化
を

図
っ
て
い
き
た
い
。

無会派
間瀬英之　議員

情報収集・情報の共有化を図っていく答

農業生産の実態・農商工連携は

守口漬けや桑の葉を使ったお菓子など
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一般質問

桑政クラブ
千田鉄朗　議員

グループが連携していく姿は
大切である

答

扶桑町一体となった
�イベント開催は出来ないか

　
　
現
在
各
団
体
の
努
力
に

よ
り
各
種
イ
ベ
ン
ト
が
開
催

さ
れ
て
い
る
。
地
域
が
活
性

化
し
相
乗
効
果
も
生
ま
れ
、

町
の
繁
栄
に
寄
与
し
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、

他
の
地
区
か
ら
み
る
と
「
扶

桑
町
は
ま
つ
り
が
な
い
」
そ

ん
な
意
見
も
聞
く
。
も
し
、

統
一
し
た
方
向
性
に
持
っ
て

い
く
こ
と
が
出
来
れ
ば
、
相

互
協
力
を
行
い
年
ご
と
の
開

催
テ
ー
マ
の
統
一
、
開
催
日

の
調
整
協
力
等
に
よ
り
、
よ

り
大
き
な
イ
ベ
ン
ト
と
し
て

開
催
す
る
こ
と
が
出
来
る
の

で
は
、
そ
れ
が
町
お
こ
し
イ

ベ
ン
ト
と
な
ら
な
い
か
と
考

え
る
。
幸
い
に
も
、
町
制
60

周
年
を
控
え
町
民
ま
つ
り
等

も
そ
れ
に
向
け
て
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
Ｆ
で
企
画
さ
れ
て
い
る

と
聞
く
。
こ
れ
を
機
会
に
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
Ｆ
も
町
民
ま

つ
り
の
み
で
な
く
各
種
イ
ベ

ン
ト
の
開
催
団
体
と
の
連
携

を
も
っ
た
協
議
会
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
Ｆ
と
し
て
、
年
間
の
イ

ベ
ン
ト
等
の
企
画
統
一
を

図
っ
た
ら
と
考
え
る
が
。

問

　
　
い
ろ
い
ろ
な
観
点
が
あ

る
が
、
町
の
イ
ベ
ン
ト
と
し

て
は
、
町
民
ま
つ
り
を
１
年

に
１
回
、
多
く
の
町
民
の
参

加
の
も
と
楽
し
く
や
っ
て
い

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

思
っ
て
お
り
、
現
在
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
Ｆ
が
企
画
運
営
し

て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
Ｆ

に
つ
い
て
は
、
多
様
な
人
、

多
様
な
団
体
が
参
加
し
て
い

く
姿
が
良
く
、
そ
の
よ
う
な

姿
を
追
求
し
て
い
く
こ
と
で
、

多
く
の
町
民
の
姿
が
映
さ
れ

て
い
る
も
の
で
あ
る
。
町
の

シ
ン
ボ
リ
ッ
ク
的
な
イ
ベ
ン

ト
に
つ
い
て
は
、
発
想
を
転

換
し
て
、
そ
の
こ
と
を
や
ろ

う
と
す
る
積
極
的
な
姿
勢
が

大
切
で
あ
り
、
イ
ベ
ン
ト
の

ね
ら
い
や
テ
ー
マ
を
ど
う
す

る
の
か
が
問
題
で
あ
る
。

緑
地
公
園
に
水
洗
ト
イ
レ
の

設
置
は
可
能
か

　
　
木
曽
川
沿
い
の
緑
地
公

園
は
、
地
域
住
民
の
憩
い
の

場
と
し
て
多
く
の
人
に
利
用

さ
れ
て
い
る
が
、
現
在
の
ト

イ
レ
設
置
状
況
を
み
る
と

答問

「
い
か
に
も
寂
し
い
」
そ
う

感
じ
ざ
る
を
得
な
い
。
土
地

の
利
用
規
制
、
条
件
等
を
考

え
る
と
問
題
は
あ
る
と
思
う

が
、
道
路
に
面
し
た
高
台
に

あ
る
駐
車
場
に
浄
化
槽
設
置

に
よ
る
水
洗
ト
イ
レ
が
設
置

で
き
な
い
か
と
考
え
る
。
扶

桑
町
の
緑
地
公
園
と
し
て
、

住
民
の
憩
い
の
場
と
し
て
喜

ん
で
も
ら
え
る
た
め
に
も
、

設
置
す
る
方
向
で
検
討
が
出

来
な
い
か
。

　
　
扶
桑
緑
地
公
園
は
堤
外

地
、
す
な
わ
ち
河
川
エ
リ
ア

で
あ
る
た
め
、
建
築
物
の
許

可
に
は
幾
多
の
条
件
が
あ
り

非
常
に
厳
し
い
も
の
と
な
っ

て
い
る
。
今
後
は
、
現
在
の

簡
易
式
水
洗
ト
イ
レ
の
適
正

な
維
持
管
理
に
努
め
て
い
く

と
共
に
、
よ
り
使
い
や
す
い

清
潔
感
の
感
じ
ら
れ
る
ト
イ

レ
を
模
索
研
究
し
、
公
園
利

用
者
の
利
便
性
向
上
を
図
っ

て
い
く
。

答

現在の緑地公園水洗トイレ
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８
月
23
日
の
ゲ
リ
ラ
豪

雨
は
町
内
で
も
大
き
な
被
害

が
あ
っ
た
。
今
や
こ
の
よ
う

な
短
期
集
中
豪
雨
は
度
々
各

地
で
起
こ
り
、
現
在
の
緊
急

連
絡
網
、
安
否
確
認
、
避
難

誘
導
方
法
は
ど
の
よ
う
に

な
っ
て
い
る
か
。
今
後
は
、

町
か
ら
発
信
し
携
帯
等
に
届

く
「
安
心
安
全
メ
ー
ル
」
等

が
有
効
な
の
で
は
。
周
辺
近

隣
市
町
は
ど
こ
も
取
り
入
れ

て
い
る
が
検
討
の
考
え
は
。

高
齢
者
や
障
害
者
世
帯
な
ど
、

フ
ァ
ク
ス
活
用
等
も
考
え
て

い
る
か
。「
避
難
準
備
情
報
、

避
難
勧
告
」
な
ど
災
害
情
報

が
刻
々
と
必
要
に
な
っ
て
く

る
が
、
今
回
防
災
無
線
・
広

報
車
等
の
活
用
は
あ
っ
た
か
。

ま
た
、
地
域
の
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
Ｆ
Ｍ
ラ
ジ
オ
の
有
効

活
用
を
す
る
べ
き
で
は
。

　
　
要
援
護
者
支
援
の
制
度

は
あ
る
が
具
体
的
に
聴
覚
障

害
な
ど
の
対
応
は
万
全
で
は

な
い
。
今
回
、
防
災
無
線
・

広
報
車
活
用
は
な
か
っ
た
。

今
後
災
害
の
い
ろ
い
ろ
な
形

を
考
え
て
、
情
報
は
重
要
な

問答

の
で
防
災
計
画
の
見
直
し
の

中
に
課
題
と
し
て
取
り
入
れ

て
考
え
て
い
く
。

空
き
家
対
策
と
行
政
指
導
、

持
ち
家
活
用
策
は
あ
る
か

　
　
防
犯
や
防
災
面
か
ら
も

問
題
に
な
っ
て
い
る
町
内
の

空
き
家
の
実
態
把
握
は
し
て

い
る
か
。
ま
た
、
全
国
先
進

事
例
で
条
例
を
作
っ
て
行
政

指
導
も
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ

も
あ
る
が
、
ど
の
よ
う
に
考

え
る
か
。
ま
た
、
空
き
家
の

有
効
利
用
で
「
公
共
の
居
場

所
」
活
用
の
考
え
は
。

　
　
現
在
は
実
態
を
把
握
し

て
い
な
い
。
行
政
指
導
と
活

用
策
は
、
今
の
と
こ
ろ
特
に

考
え
て
い
な
い
が
、
今
後
町

と
し
て
調
査
し
状
況
把
握
の

方
法
を
講
じ
て
い
く
。

障
が
い
者
も
共
に
、
安
心
し

て
暮
ら
せ
る
地
域
生
活
支
援

の
強
化
を

　
　
公
道
に
誘
導
ブ
ロ
ッ
ク

の
設
置
が
少
な
い
の
で
は
。

公
共
施
設
周
辺
に
も
整
備
が

必
要
で
は
。
柏
森
駅
周
辺
な

問答問

ど
車
道
歩
道
の
区
分
が
で
き

な
い
と
こ
ろ
は
大
変
危
険
で

何
ら
か
の
措
置
が
要
る
の
で

は
。

　
　
公
道
の
進
行
ブ
ロ
ッ
ク

は
、
町
内
全
体
で
７
０
０
ｍ

で
警
告
ブ
ロ
ッ
ク
は
９
か
所

が
現
状
。
柏
森
駅
周
辺
地
域

に
は
歩
道
が
整
備
さ
れ
て
い

な
い
の
で
、
誘
導
ブ
ロ
ッ
ク

は
難
し
い
が
、
交
通
弱
者
を

優
先
す
る
措
置
を
進
歩
さ
せ

る
よ
う
検
討
す
る
。

　
　
24
年
か
ら
障
が
い
者
自

立
支
援
法
改
正
で
特
に
対
応

が
求
め
ら
れ
た
精
神
障
が
い

者
の
た
め
の
相
談
支
援
体
制

答問

強
化
で
精
神
福
祉
士
の
配
置

が
要
る
の
で
は
。
支
援
セ
ン

タ
ー
の
設
置
等
「
相
談
窓
口

強
化
」
を
ど
の
よ
う
に
進
め

る
の
か
。

　
　
精
神
障
が
い
者
の
支
援

は
大
変
難
し
い
が
、
自
立
支

援
法
の
改
正
も
あ
り
、
必
要

で
あ
れ
ば
そ
の
よ
う
に
対
応

し
て
い
く
。

　
　
社
会
福
祉
協
議
会
と
の

連
携
が
更
に
必
要
に
な
っ
て

く
る
の
で
は
。

　
　
現
在
も
一
定
の
役
割
を

担
っ
て
い
る
が
、今
後
は
、法

改
正
も
あ
り
研
修
等
も
含
め

更
に
協
力
、
連
携
し
て
い
く
。

答問答

民主党
矢嶋惠美　議員

防災計画の見直しで考える答

緊急時の災害広報のあり方
強化・見直しを

公道の誘導ブロック（役場前）
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桑政クラブ
新井三郎　議員

県の医療計画に基づき取り組む答

5大疾病への取り組みは

　
　
5
大
疾
病
の
取
り
組
み

は
。

　
　
厚
生
労
働
省
は
、
近
年
、

う
つ
病
や
高
齢
化
に
伴
う
認

知
症
が
増
加
し
た
こ
と
に
伴

い
、
国
民
に
広
く
か
か
わ
る

疾
患
と
し
て
重
点
的
な
対
策

が
必
要
で
あ
る
と
判
断
し
、

平
成
23
年
7
月
に
こ
れ
ま
で

の
、「
が
ん
、
脳
卒
中
、
心
臓

病
、
糖
尿
病
」
の
「
４
大
疾

病
」
に
「
精
神
疾
患
」
を
加

え
、「
５
大
疾
病
」
と
す
る
方

針
を
発
表
し
た
。
こ
れ
に
基

づ
き
、
本
年
12
月
を
め
ど
に

都
道
府
県
に
医
療
計
画
の
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
を
示
す
方
針
で
、

都
道
府
県
は
平
成
25
年
度
以

降
の
医
療
計
画
に
反
映
さ
せ

て
い
く
こ
と
に
な
る
。
扶
桑

町
と
し
て
も
、
県
の
医
療
計

画
に
基
づ
き
、
県
な
ど
の
関

係
機
関
と
連
携
を
図
り
な
が

ら
、
地
域
に
お
け
る
健
康
教

室
や
健
康
相
談
等
の
取
り
組

み
を
中
心
に
、
支
援
を
行
っ

て
い
く
。

　
　
生
活
保
護
制
度
改
革
の

対
応
は
。
長
期
失
業
者
の
職

探
し
や
生
活
困
窮
者
に
自
立

問答問

支
援
に
向
け
た
準
備
が
あ
る

の
か
。

　
　
平
成
23
年
9
月
1
日
現

在
、
生
活
保
護
受
給
者
は
、

74
世
帯
１
１
８
人
。
そ
の
う

ち
、
離
職
に
よ
る
困
窮
が
原

因
の
数
は
、
15
世
帯
33
人
と

な
っ
て
い
る
。
仕
事
を
求
め

る
方
の
有
効
求
人
倍
率
1
・

0
を
割
っ
て
い
る
状
態
が
長

く
続
い
て
お
り
生
活
保
護
受

給
者
を
問
わ
ず
就
職
が
困
難

な
厳
し
い
状
況
に
な
っ
て
い

る
の
が
実
態
。
現
役
世
代
の

生
活
保
護
受
給
者
で
あ
る
長

期
失
業
者
の
職
探
し
や
生
活

困
窮
者
の
自
立
支
援
に
向
け

た
個
別
相
談
支
援
に
つ
い
て

は
、
愛
知
県
尾
張
福
祉
相
談

セ
ン
タ
ー
就
労
支
援
相
談
員

と
連
携
し
て
、
個
々
に
合
う

職
場
を
紹
介
し
、
就
労
活
動

に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　
　
放
射
性
物
質
検
査
は
。

　
　
新
聞
紙
上
に
お
い
て
は
、

愛
知
県
内
に
お
け
る
放
射
線

量
と
し
て
名
古
屋
市
で
測
定

さ
れ
た
数
値
が
公
表
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
愛
知
県
の
ホ
ー

答問答

ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
6
月
24

日
か
ら
7
月
1
日
に
か
け
て

実
施
し
た
県
内
12
か
所
の
放

射
線
量
の
測
定
が
公
表
さ
れ

て
お
り
、
そ
の
中
に
は
一
宮

市
、
犬
山
市
で
行
っ
た
測
定

結
果
も
含
ま
れ
て
い
る
。
こ

の
測
定
結
果
か
ら
県
で
は
、

県
内
全
域
で
福
島
原
発
か
ら

の
放
射
能
の
影
響
は
見
受
け

ら
れ
な
い
と
結
論
づ
け
て
い

る
。
な
お
、
今
の
と
こ
ろ
、

扶
桑
町
に
は
測
定
器
が
無
い

が
、
丹
羽
消
防
署
が
持
っ
て

い
る
測
定
器
を
借
り
て
8
月

29
日
に
町
内
8
ヵ
所
で
試
験

に
測
定
し
た
結
果
は
い
ず
れ

も
低
い
数
値
で
あ
り
、
県
の

判
断
を
裏
付
け
る
も
で
あ
っ

た
。
9
月
下
旬
に
は
愛
知
県

町
村
会
か
ら
ハ
ン
デ
ィ
タ
イ

プ
の
測
定
器
が
配
布
さ
れ
る

予
定
と
な
っ
て
お
り
、
扶
桑

町
に
お
い
て
測
定
す
る
こ
と

は
可
能
と
な
る
。
た
だ
、
放

射
線
量
は
公
的
機
関
が
公
表

す
る
こ
と
で
も
あ
り
、
ま
た
、

今
、
緊
急
性
の
あ
る
状
況
に

な
い
の
で
、
防
災
計
画
の
見

直
し
に
合
わ
せ
て
検
討
を
し

て
い
く
。

県町村会から配布された簡易放射能測定器
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「
地
方
主
権
改
革
関
連

２
法
案
」
が
成
立
し
、
自
治

体
が
執
行
基
準
を
政
策
的
に

判
断
し
、
地
域
の
実
情
に

あ
っ
た
基
準
を
条
例
で
定
め

る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

　
職
員
削
減
な
ど
で
地
域
主

権
改
革
の
動
き
に
対
応
で
き

る
体
制
が
十
分
と
は
言
え
な

い
中
、
自
己
決
定
・
自
己
責

任
の
下
、
政
策
決
定
を
行
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
地
域
主
権
改
革
が
与
え
る

影
響
と
対
応
は
。

　
　
県
か
ら
扶
桑
町
へ
の
権

限
移
譲
は
40
項
目
に
及
び
、

今
後
も
権
限
移
譲
は
進
む
。

権
限
移
譲
の
受
け
皿
と
な
る

能
力
が
問
題
と
な
り
、
広
域

で
の
連
携
、
情
報
の
共
有
や

共
同
事
務
の
検
討
も
考
え
ら

れ
、
今
後
の
国
・
県
の
動
き

を
注
視
し
対
応
す
る
。

　
　
地
域
主
権
改
革
の
庁
内

理
解
度
は
。

　
　
包
括
的
な
理
解
は
あ
る

が
、
個
別
的
或
い
は
今
後
の

方
向
と
結
び
つ
け
た
思
考
に

つ
い
て
は
ま
だ
ま
だ
で
あ
る
。

　
　
法
制
執
務
に
関
す
る
現

問答問答問

状
と
課
題
は
。

　
　
政
策
能
力
、
法
務
能
力

向
上
に
向
け
、「
扶
桑
町
人

材
育
成
基
本
方
針
」
で
研
修
、

個
人
の
能
力
ア
ッ
プ
を
行
っ

て
い
る
。
政
策
法
務
に
専
念

で
き
る
形
が
理
想
で
は
あ
る

が
、
小
さ
な
自
治
体
に
は
限

界
が
あ
る
。
二
市
三
町
の
勉

強
会
を
現
在
の
メ
ン
バ
ー
で

継
続
し
た
い
。

　
　
臨
時
財
政
対
策
債
の
償

還
財
源
は
。

　
　
不
交
付
団
体
に
な
っ
た

時
に
減
債
基
金
に
積
む
。

答問答

　
　
臨
時
財
政
対
策
債
の
性

格
は
、
建
設
事
業
債
の
よ
う

な
「
物
」
と
し
て
残
る
も
の

で
は
な
く
、
一
般
家
庭
で
い

う
「
生
活
費
」
の
前
借
り
で

あ
る
。
こ
の
大
き
な
赤
字
地

方
債
の
未
償
還
残
高
を
ど
の

よ
う
に
捉
え
る
か
。

　
　
臨
時
財
政
対
策
債
の
残

高
は
、
平
成
22
年
度
末
で
35

億
５
３
７
８
万
円
、
地
方
債

残
高
全
体
の
58
・
６
％
を
占

め
る
。
一
般
的
な
地
方
債
は

建
設
債
で
あ
る
が
、
臨
時
財

政
対
策
債
は
性
質
が
違
う
の

問答

で
今
後
考
え
る
必
要
が
あ
る
。

　
　
臨
時
財
政
対
策
債
の
発

行
に
つ
い
て
の
考
え
方
。

　
　
平
成
14
年
度
か
ら
発
行

可
能
額
い
っ
ぱ
い
ま
で
借
り

入
れ
し
て
い
る
。
地
方
交
付

税
の
一
部
で
、
後
年
度
の
交

付
税
算
定
に
お
い
て
１
０

０
％
措
置
さ
れ
、
町
の
様
々

な
事
業
を
進
め
て
い
く
上
で

必
要
な
財
源
で
あ
る
。

　
　

交
付
団
体
の
中
で
も
、

全
く
発
行
し
て
い
な
い
団
体

や
限
度
額
ま
で
発
行
し
な
い

団
体
が
あ
る
が
研
究
は
。

　
　
各
市
町
村
の
財
政
状
況

や
各
種
施
策
も
異
な
っ
て
い

る
の
で
対
応
は
各
市
町
の
事

情
に
よ
る
も
の
と
考
え
る
。

参
考
の
た
め
に
調
査
す
る
。

　
　
不
交
付
団
体
に
な
っ
た

場
合
、
元
利
償
還
金
は
全
額

交
付
税
措
置
さ
れ
な
い
が
、

そ
の
時
の
財
源
は
。

　
　
一
般
財
源
と
な
る
。

　
　
元
利
償
還
財
源
の
減
債

基
金
へ
の
積
立
は
。

　
　
不
交
付
団
体
に
な
っ
た

時
に
積
み
立
て
る
。

問答問答問答問答

桑政クラブ
児玉孝明　議員

包括的な理解はあるが、
個別的理解はまだまだ

答

地域主権改革の庁内理解度は

役場窓口
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一般質問

桑政クラブ
片野春男　議員

ジェネリック医薬品カードの活用を答

医療費を抑制するためには

　
　
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

の
普
及
推
進
に
つ
い
て
、
報

道
に
よ
れ
ば
平
成
22
年
度
に

全
国
の
医
療
機
関
に
支
払
わ

れ
た
医
療
費
の
概
算
で
前
年

度
比
１
兆
４
０
０
０
億
円
増

（
３
・
９
％
増
）
の
36
兆
６

０
０
０
億
円
だ
っ
た
と
発
表
。

８
年
連
続
で
増
加
し
て
い
る
。

　
過
去
最
高
も
更
新
し
た
と

の
こ
と
で
あ
り
、
少
し
で
も

医
療
費
を
抑
制
す
る
た
め

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
普

及
推
進
を
図
る
こ
と
が
最
も

効
果
的
で
あ
る
と
思
う
が
。

　
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
が

医
療
費
抑
制
の
柱
と
さ
れ
て

い
る
理
由
は
。

　
　
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

は
新
薬
の
特
許
が
切
れ
た
後

に
発
売
さ
れ
る
医
薬
品
の
こ

と
で
あ
り
研
究
開
発
費
が
少

な
く
て
済
む
の
で
価
格
が
新

薬
の
５
割
か
ら
７
割
ほ
ど
安

く
な
る
た
め
医
療
水
準
が
同

等
で
あ
っ
て
も
医
療
費
を
安

く
で
き
る
も
の
で
政
府
も
普

及
を
推
進
し
て
い
る
。
我
が

国
の
薬
剤
費
の
お
よ
そ
７
兆

円
で
医
療
費
全
体
の
約
２
割

問答

を
占
め
て
お
り
「
日
本
ジ
ェ

ネ
リ
ッ
ク
製
薬
協
会
」
の
試

算
で
は
特
許
の
切
れ
た
新
薬

が
す
べ
て
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医

薬
品
に
切
り
替
っ
た
場
合
は

約
１
兆
４
０
０
０
億
円
の
医

療
費
抑
制
の
効
果
が
あ
る
と

さ
れ
て
い
る
。

　
　
普
及
状
況
は
ど
う
か
。

　
　
政
府
の
普
及
目
標
は
数

量
ベ
ー
ス
で
30
％
で
平
成
22

年
６
月
時
点
で
の
普
及
率
は

23
・
５
％
で
あ
り
達
成
は
難

し
い
。
原
因
は
様
々
な
理
由

を
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
代
表

的
な
も
の
は

◎
医
師
側
と
し
て

　
⑴ 

品
質
面
で
不
安
感
を

も
っ
て
い
る
こ
と
。

　
⑵ 

長
く
新
薬
を
使
用
し
て

い
る
た
め
新
薬
へ
の
信

頼
感
が
あ
る
こ
と
。

◎
患
者
側
と
し
て

　
　

 
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

が
広
く
一
般
に
認
知
さ

れ
て
い
な
い
こ
と
。

◎
供
給
側
と
し
て

　
⑴ 

約
２
割
が
新
薬
に
代
わ

る
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬

品
が
な
い
こ
と
。

問答

　
⑵ 

取
り
寄
せ
に
時
間
が
か

か
る
こ
と
。

　
⑶ 

薬
局
の
在
庫
負
担
が
大

き
く
な
る
こ
と
。

な
ど
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　
　
普
及
推
進
の
方
策
は
。

　
　
国
民
健
康
保
険
加
入
者

に
は
周
知
不
足
解
消
と
利
用

促
進
目
的
と
し
て
保
険
証
更

新
時
に
合
わ
せ
全
世
帯
に

「
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
希

望
カ
ー
ド
」
の
刷
込
み
小
冊

子
を
同
封
し
て
い
る
。
町
内

医
師
に
は
３
回
ほ
ど
尾
北
医

師
会
と
訪
問
し
お
願
い
し
て

い
る
。
国
の
制
度
と
し
て

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
薬

問答

局
が
調
剤
し
た
場
合
に
調
剤

料
を
上
乗
せ
す
る
施
策
を
導

入
し
て
お
り
医
師
側
へ
の
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め
利
用

促
進
が
で
き
る
よ
う
努
め
て

い
る
。

　
　
今
後
さ
ら
に
普
及
促
進

を
図
る
た
め
の
方
策
は
。

　
　
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

と
新
薬
と
の
差
額
を
通
知
す

る
こ
と
に
よ
り
変
更
し
た
場

合
の
家
計
の
影
響
を
知
っ
て

も
ら
う
た
め
の「
差
額
通
知
」

を
来
年
度
国
保
加
入
者
に
送

付
す
る
こ
と
を
検
討
中
で
あ

る
。

問答

扶桑町国民健康保険加入者に配布した
ジェネリック医薬品依頼カード
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粗
大
ご
み
搬
出
の
手
助
け
を

　
　
「
粗
大
ご
み
の
運
び
出
し

の
人
手
が
な
い
。
町
で
何
と

か
対
応
で
き
な
か
」
と
い
う

相
談
が
あ
っ
た
。
手
助
け
が

で
き
る
組
織
を
作
り
高
齢
者

を
支
援
す
る
考
え
は
な
い
か
。

　
　
現
在
支
援
の
た
め
の
組

織
は
な
い
。
相
談
が
あ
れ
ば

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の

家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス
、
民
間

の
事
業
者
を
紹
介
し
て
い
る
。

高
齢
者
に
ご
苦
労
を
か
け
る
、

手
を
差
し
伸
べ
な
い
と
い
う

気
持
ち
で
は
な
い
が
、
行
政

が
や
る
こ
と
で
費
用
も
か
か

り
現
状
で
は
で
き
な
い
。
将

来
検
討
事
項
と
し
て
そ
う
い

う
可
能
性
は
あ
る
か
も
し
れ

な
い
。

福
祉
避
難
所
の
設
置
を

　
　
３
・
11
東
日
本
大
震
災

以
降
、
障
害
者
が
災
害
の
際

に
気
兼
ね
な
く
避
難
生
活
が

で
き
る
居
場
所
の
確
保
、
専

門
ス
タ
ッ
フ
が
い
る
福
祉
避

難
所
の
設
置
を
望
む
声
が
あ

る
。
福
祉
避
難
所
の
設
置
の

考
え
は
あ
る
か
。

問答問

　
　
福
祉
避
難
所
の
設
置
に

つ
い
て
、
総
務
課
・
介
護
健

康
課
・
福
祉
児
童
課
で
協
議

し
て
い
る
。
総
合
福
祉
セ
ン

タ
ー
に
設
け
る
こ
と
も
含
め
、

適
切
な
福
祉
避
難
所
が
で
き

る
よ
う
検
討
す
る
。

地
域
経
済
振
興
条
例
策
定
を

　
　
地
域
経
済
活
性
化
の
た

め
に
地
域
経
済
振
興
条
例
、

中
小
企
業
基
本
条
例
の
策
定

に
つ
い
て
の
考
え
は
。

　
　
中
小
企
業
基
本
法
に
基

づ
き
全
国
で
73
の
市
町
で
施

行
し
て
い
る
。
内
容
的
に
大

事
な
も
の
あ
り
、
愛
知
県
が

定
め
た
地
域
産
業
資
源
活
用

事
業
の
促
進
に
関
す
る
基
本

的
な
構
想
を
受
け
て
地
域
産

業
活
性
化
、
中
小
企
業
支
援

計
画
等
に
つ
い
て
県
と
連
携

し
、
実
施
に
努
め
て
い
る
。

中
学
卒
業
ま
で
医
療
費
無
料
に

　
　
平
成
23
年
４
月
１
日
現

在
、
県
内
で
70
％
が
子
ど
も

医
療
費
の
助
成
を
実
施
、
新

た
に
３
市
町
が
拡
充
予
定
で

あ
り
、
75
・
９
％
に
な
る
。

答問答問

当
町
で
医
療
費
を
中
学
校
卒

業
ま
で
通
院
無
料
を
拡
大
す

る
と
必
要
な
予
算
は
。

　
　
１
０
０
０
人
、
１
５
０

０
万
円
必
要
で
あ
る
。
子
ど

も
医
療
費
全
体
は
か
な
り
の

予
算
額
に
な
り
、
継
続
事
業

で
あ
り
そ
の
辺
を
含
め
考
え

て
い
き
た
い
。

子
ど
も
手
当
大
き
く
後
退

　
　
改
定
で
、
３
歳
未
満
は

１
万
５
０
０
０
円
、
３
歳
か

ら
小
学
生
が
１
万
円
、
第
３

子
以
降
が
１
万
５
０
０
０
円
、

中
学
生
が
１
万
円
と
な
る
。

実
際
に
子
ど
も
手
当
の
変
更

答問

に
よ
っ
て
受
け
る
影
響
は
。

　
　
所
得
税
、
住
民
税
の
年

少
扶
養
控
除
廃
止
と
子
ど
も

手
当
か
ら
児
童
手
当
へ
移
行

し
手
当
額
が
変
更
と
な
っ
た

分
を
比
較
す
る
と
、
世
帯
可

処
分
所
得
が
減
少
す
る
世
帯

も
あ
る
。
現
段
階
で
具
体
的

な
家
庭
へ
の
影
響
額
を
試
算

す
る
の
は
困
難
で
あ
る
．

給
食
セ
ン
タ
ー
跡
地
利
用
は

　
　
跡
地
利
用
の
検
討
状
況

は
ど
の
よ
う
か
。

　
　

必
要
性
の
あ
る
施
設
、

欠
け
て
い
る
施
設
を
総
合
計

画
等
の
中
で
検
討
し
て
い
る
。

答問答

日本共産党
髙木義道　議員

費用がかかり、現状ではできない答

粗大ごみ搬出の手助けは

取り壊しが行われている旧学校給食共同調理場
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日本共産党
小林　明　議員

新川総合治水対策などで推進答

8･23豪雨
� 地域ごとの浸水対策を

被
害
調
査
に
問
題
は
な
い
か

　
　
８
月
23
日
の
猛
烈
な
豪

雨
に
よ
る
被
害
状
況
は
実
際

と
か
な
り
違
っ
て
い
た
が
、

調
査
態
勢
に
問
題
が
あ
っ
た

の
で
は
な
い
か
。

　
　
当
日
は
夜
中
か
ら
班
を

編
制
し
て
調
査
に
あ
た
っ
た
。

十
分
な
調
査
で
な
か
っ
た
部

分
も
あ
っ
た
。
後
日
、
全
体

の
被
害
状
況
を
調
査
し
た
。

　
　
浸
水
対
策
は
正
し
い
被

害
状
況
を
把
握
す
る
こ
と
が

前
提
。
青
木
川
沿
い
、
丹
羽

用
水
西
線
、
柏
森
商
店
街
な

ど
被
害
地
域
ご
と
の
対
策
を

講
じ
る
こ
と
が
必
要
だ
が
。

　
　
新
川
総
合
治
水
対
策
事

業
や
丹
羽
用
水
の
下
流
で
あ

る
江
南
市
と
の
協
議
、
柏
森

商
店
街
の
対
策
な
ど
も
考
え

て
推
進
し
て
行
く
。

原
発
事
故
も
防
災
計
画
に

　
　
防
災
計
画
は
国
の
防
災

基
本
計
画
に
基
づ
き
策
定
さ

れ
る
が
、
扶
桑
町
の
防
災
計

画
に
は
原
子
力
災
害
に
対
す

る
計
画
が
な
い
。
原
発
事
故

に
も
対
応
す
る
よ
う
、
防
災

問答問答問

計
画
を
見
直
す
べ
き
で
は
な

い
か
。

　
　
情
報
収
集
、
予
防
対
策

な
ど
町
独
自
で
見
直
せ
る
が
、

全
体
と
し
て
は
県
と
の
整
合

性
が
必
要
で
あ
る
。

ヨ
ウ
素
剤
の
常
備
を

　
　
原
発
事
故
に
よ
る
放
射

能
飛
散
に
備
え
、
住
民
の
生

命
と
健
康
を
守
る
た
め
、
ヨ

ウ
素
剤
を
常
備
す
る
必
要
が

あ
る
が
。

　
　
扶
桑
町
の
立
地
条
件
か

ら
放
射
能
が
ど
う
影
響
す
る

か
、
扶
桑
町
独
自
で
対
処
す

る
こ
と
は
難
し
い
。

学
校
給
食
は
大
丈
夫
か

　
　
学
校
給
食
の
食
品
の
放

射
能
検
査
は
。

　
　
納
入
段
階
で
チ
ェ
ッ
ク

し
、
安
全
性
を
確
認
。

命
と
安
全
を
守
る
た
め

�
原
発
か
ら
の
撤
退
を

　
　
今
日
、
放
射
能
、
使
用

済
み
核
燃
料
を
処
理
す
る
技

術
も
な
い
。
住
民
の
生
命
と

財
産
を
守
る
責
任
が
町
長
に

答問答問答問

は
あ
る
が
、
原
発
か
ら
の
撤

退
の
見
解
は
。

　
　
私
、
個
人
に
原
発
か
ら

撤
退
を
言
わ
れ
て
も
難
し
い
。

国
民
的
論
議
が
大
事
。

地
域
経
済
活
性
化

�

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
を

　
　
中
小
零
細
業
者
の
仕
事

を
確
保
し
、
地
域
経
済
の
活

性
化
の
た
め
に
、
江
南
市
で

も
４
月
か
ら
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
助
成
制
度
を
実
施
し
て
い

る
。
扶
桑
町
で
も
実
施
す
る

気
は
な
い
か
。

　
　
経
済
状
況
は
好
転
し
て

い
な
い
。
来
年
度
予
算
に
向

け
、
地
域
経
済
の
活
性
化
を

は
か
る
た
め
に
、
ど
ん
な
こ

答問答

と
を
や
る
か
、
そ
の
一
つ
と

し
て
検
討
し
て
い
く
。

辻
田
交
差
点
・
柏
森
駅
北

�
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定数改善計画の早期実施と義務教育費国庫負担制度拡充を求める意見書
　未来を担う子どもたちが夢や希望をもち、健やかに成長していくことは、すべての国民の切なる願いである。しか
し、学校現場では子どもたちの健全育成にむけて真摯に取り組んでいるものの、いじめや不登校、非行問題行動を含
めた、子どもたちをとりまく教育課題は依然として克服されていない。また、特別な支援を必要とする子どもや日本
語教育の必要な子どもも多く、適切な支援を行うための十分な時間が確保できないなどの課題にも直面している。本
年度より小学校第１学年における35人以下学級編制の法制度化がされたが、子どもたちにこれまでにも増してきめ細
かに対応するためには、今後、小学校第２学年以上における35人以下学級の実現を含めた定数改善計画の早期実施が
不可欠である。
　また、三位一体改革により、義務教育費国庫負担制度の国庫負担率は、２分の１から３分の１に引き下げられ、自
治体財政を圧迫している。子どもたちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水準の教育を受けられることが憲
法上の要請であり、そのために、義務教育費国庫負担制度を堅持すること、また、国庫負担率を２分の１へ復元する
ことは、国が果たさなければならない大きな責任の一つである。
　よって貴職においては、平成24年度の政府予算編成にあたり、定数改善計画の早期実施と、義務教育費国庫負担制
度の堅持とともに、国庫負担率２分の１への復元にむけて、十分な教育予算を確保されるよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。　　　　　　　扶桑町議会

提出先　内閣総理大臣　総務大臣　財務大臣　文部科学大臣

9月議会で可決した意見書

国の私学助成の増額と拡充に関する意見書
　私立学校は、国公立学校とともに国民の教育を受ける権利を保障する上で重要な役割を担っており、国においても、
学費の公私間格差是正を目的とした私立学校振興助成法を昭和50年に制定し、文部科学省による国庫助成たる各種助
成措置を講じてきたところである。
　しかし、地方自治体では、財政難を理由とした私学助成削減の動きが急速に広がっている。愛知県においても、
「財政危機」を理由として平成11年度に総額15％、生徒１人あたり約５万円に及ぶ経常費助成（一般）の削減がなさ
れた。その後、愛知県の私学関係予算は、国の私学助成の増額を土台に、経常費助成単価では徐々に増額に転じてき
たが、平成19年以降は一進一退となり、この３年間は国からの財源措置（国基準単価）を下回る状態が続いている。
そのために、少子化による生徒減とも重なって、多くの学園の経営は深刻な事態となっている。
　また、私学の父母負担を見ても、愛知県においては、初年度納付金で64万円をこえ、授業料助成と入学金補助を差
し引いても、学納金は平均で約40万円にものぼっている。そのために、昨今の不況も重なって、「経済的理由」で退
学したり、授業料を滞納する生徒が急増している。また、過重な学費負担のため、私学を選びたくても選ぶことので
きない層がますます広がり、学費の公私格差が学校選択の障害となり、「教育の機会均等」を著しく損なっている。
　このような状況下で、昨年度から「高校無償化」の方針の下、国公立高校のみが無償化されている。私学へも一定
の就学支援金が支給されたものの、今なお私学の生徒と保護者は高い学費、公私間格差を強いられている。私立高校
は生徒の募集難に苦しみ、私学教育本来の良さを損ないかねない状況に置かれ、このままでは、公立とともに、「公
教育」の一翼を必死に担ってきた私学の存在そのものが危うくなる恐れもある。
　愛知県下の高校生の３人に１人は私学で学んでおり、私学も、公立と同様に、公教育を担う教育機関である。そし
て私学は、独自の伝統、教育システムにもとづく教育を提供し、教育改革に積極的な役割を果たしてきている。
　貴職におかれては、父母負担の軽減と教育改革を願う広範な父母国民の要求に応え、学校と教育を最優先する施策
を推進することこそが望まれている。
　よって、当議会は政府に対し、国の責務と私学の重要性にかんがみ、父母負担の公私格差を是正するための就学支
援金を一層拡充するとともに、併せて、私立学校振興助成法に基づく国庫補助制度を堅持し、私立高校以下の国庫補
助金とそれに伴う地方交付税交付金を充実し、私立高等学校以下の経常費補助の一層の拡充を図られるよう強く要望
する。　
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。　　　　　　　扶桑町議会

提出先　内閣総理大臣　総務大臣　財務大臣　文部科学大臣
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拡大生産者責任（EPR）とデポジット制度の法制化を求める意見書
　ポイ捨てごみの氾濫や廃棄物処分場の確保の問題、更にはごみ処理費負担増による基礎自治体財政の圧迫など、ご
み問題を取り巻く状況はますます深刻化している。平成９年４月から施行された容器包装リサイクル法は、平成20年
４月に見直されたが、依然として事業者の負担に比べて市町村の財政負担や地域住民の負担が大きく、ごみの発生抑
制や再使用の促進など循環型社会を実現するための効果は十分とは言えない。
　持続可能な循環型社会を築くためには、わが国の大量生産・大量消費・大量廃棄・大量リサイクル型の経済社会を
見直し、廃棄物の発生抑制、再使用を優先する社会を築くことが必要である。そのためには、生産者が生産過程でご
みとなりにくいような製品を作り、使用済み製品の回収・資源化まで責任を持つこと、すなわち処理・リサイクル費
用のすべてを製品価格に含めた拡大生産者責任（EPR）の導入が必要である。また、使い捨て容器にはデポジット制
度を導入することで、対象となった容器の高い回収率が期待でき、資源利用の促進や廃棄物の発生抑制、ポイ捨て・
不法投棄の防止に対し極めて有効な手段である。
　すでに欧米などの多くの国では、省資源・資源循環を実現するために、拡大生産者責任（EPR）やデポジット制度
を導入し、使い捨て容器の使用を減らすことによるごみ減量やリユース容器の使用促進に大きな効果をあげている。
　よって、扶桑町議会は、政府に対し、容器包装廃棄物の発生抑制、再利用・再資源化を促進し、循環型社会の実現
を図るため、OECDが提唱する拡大生産者責任、及びデポジット制度の導入について、積極的に検討し、早期に制
度化を図るよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。　　　　　　　扶桑町議会
提出先　�衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　財務大臣　厚生労働大臣　農林水産大臣�

経済産業大臣　環境大臣　消費者及び食品安全担当大臣

愛知県の私学助成の増額と拡充に関する意見書
　私立学校は、公立学校とともに県民の教育を受ける権利を保障する上で重要な役割を担っており、愛知県において
は、学費と教育条件の公私間格差是正と父母負担軽減を目的として、「経常費２分の１助成（愛知方式）」、「授業料助
成」など、各種助成措置を講じてきたところである。
　しかし、平成11年度に経常費助成が総額15％カットされ、授業料助成も対象家庭が縮小された。その後、県の私学
関係予算は、国の私学助成増額を土台に、単価では徐々に増額に転じてきたが、平成19年以降は一進一退となり、こ
の３年間は国からの財源措置（国基準単価）を下回る状態が続いている。そのために、少子化による生徒減とも重なっ
て、多くの学園の経営は深刻な事態となっている。
　また、私学の父母負担を見ても、愛知県においては、初年度納付金で64万円をこえ、授業料助成と入学金補助を差
し引いても、納付金は平均で約40万円にものぼっている。そのために、昨今の不況も重なって、「経済的理由」で退
学したり、授業料を滞納する生徒が急増している。また、過重な学費負担のため、私学を選びたくても選ぶことので
きない層がますます広がり、学費の公私格差が学校選択の障害となり、「教育の機会均等」を著しく損なっている。
　このような状況下で、昨年度から公立高校が無償化され、私学にも就学支援金が実施された。もしこの支援金が、
日本一と言われた愛知県の授業料助成制度に加算されれば、私学の父母負担はかなり軽減される。しかし、県は深刻
な財政難を理由に、県独自予算を大幅に縮小し、無償化対象は年収約350万円未満の家庭にとどまっている。とりわ
け、乙Ⅰ（年収約610万円未満）・乙Ⅱ（年収約840万円未満）では、公立が11万８千８百円軽減された一方で、私学
助成は２万４千円の加算にとどまり、父母負担の公私格差は大幅に広がっている。また、公立高校が無償化された関
係で、私立高校は生徒の募集難に苦しみ、私学教育本来の良さを損ないかねない状況に置かれている。
　私学も、公立と同様に、公教育を担う教育機関であり、愛知県下の高校生の３人に１人は私学で学んでいる。私学
は、独自の伝統、教育システムにもとづく教育を提供し、教育改革に積極的な役割を果たしてきている。私立高校は、
生徒急増期においては、生徒収容で多大な役割を担うなど、「公私両輪体制」で県下の「公教育」を支えてきた。こ
のような事情から、父母負担と教育条件の公私格差を是正することは、長年にわたる県政の最重点施策でもあった。
確かに、県の税収減など財政難には厳しいものがあるが、そうした時だからこそ、公私立間で均衡のとれた財政措置
をとることが求められている。
　貴職におかれては、父母負担の軽減と教育改革を願う広範な県民の要求に応え、学校と教育を最優先する施策を推
進することこそが望まれている。
　従って、当議会は、国からの支援金を加算し、父母負担軽減に大きな役割を果たしている授業料助成を拡充すると
ともに、経常費助成についても国から財源措置のある「国基準単価」を土台に、学費と教育条件の「公私格差」を着
実に是正できる施策を実施することを要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。　　　　　　　扶桑町議会
提出先　愛知県知事
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東日本大震災で発生した災害廃棄物の広域処理に関する意見書
　東日本大震災により瓦礫など大量の災害廃棄物が発生し、その広域的な処理が求められている。他方、東
京電力福島第１発電所の事故により、大量かつ広範囲に放射性物質が放出されている。国民の放射能への不
安が広がっている。
　環境省は、平成23年４月８日、全国の自治体に災害廃棄物の受け入れ協力を要請したのに対し、多くの自
治体が被災地支援の立場からその要請を受け入れている。しかし、その後に、稲わらの放射能汚染による牛
肉問題など多くの放射能汚染が判明し、災害廃棄物が放射線物質に汚染されている懸念があり、国民は深刻
な不安の状況にある。
　よって政府は、
　１． 災害廃棄物について、きめ細かく、系統的な放射線量の調査を実施し、放射能汚染の状態を正確に把

握すること。
　２．放射線量調査で把握した情報については、国民に全て公開し、納得のいく説明を行うこと。
　３． 災害廃棄物処理の実施に際しては、廃棄物焼却施設や最終処分場のある地域住民の納得と合意を条件

とすること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。　　　　　　　扶桑町議会
提出先　内閣総理大臣　環境大臣

７月13日に岡山県赤磐市の公共４施設新エネルギー事業を視察14日には、岡山県笠岡市を訪問し
障がい者相談事業の調査研究をしました。

福祉建設常任委員会
児
委員長
玉孝明・矢

副委員長
嶋惠美・小

委員
林明・浅井捷史・伊藤伊佐夫・千田勝隆・千田鉄朗

視察報告

　岡山県笠岡市の障がい者相談支援事業は、県の障害福祉
計画に位置付けられ地域の委託事業として身体障がい者相
談員６人、知的障がい者相談員４人の配置をしています。
また、市の窓口では、精神保健福祉士を専門職として配置
しています。
　地域生活支援事業として３市２町の広域相談支援セン
ターも大きな役割を果たしているが、近場施設では、３障
がいのワンストップサービス相談も始まり相談件数も増え
ています。
　障がい者の相談が申請業務だけでなく、年齢に応じ日常
の生活支援まできめ細かく切れ目なく支援されています。

専門相談員の配置で切れ目のない支援

笠岡市で研修を受ける委員

　岡山県赤磐市は平成19年から環境教育に取り組み、学校エコ改
修で児童のエコへの向上と電気代節約で事業を始めました。赤磐市
では、２つの小中学校と地域交流センターと図書館の太陽光発電設
置事業を国・県の交付金を有効活用し進めました。施設等に発電モ
ニターが表示され、児童・生徒・住民の方の関心を集めています。

公共４施設・太陽光発電交付金の有効活用で執行

発電モニター


